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事 業 名 称 市所有情報及び民間事業者提供情報の実効的活用スキームの構築 

事 業 主 体 生駒市 

連 携 主 体 

公益社団法人奈良県宅地建物取引業協会、 
公益社団法人全日本不動産協会奈良県本部、一般社団法人奈良県建築士会、 
特定非営利活動法人空き家コンシェルジュ、奈良県建築労働協同組合、 
公益社団法人奈良県不動産鑑定士協会、奈良県司法書士会、 
株式会社南都銀行、奈良県土地家屋調査士会 

事業の特 徴 
・自治体が保有する空き家所有者に関する情報の活用 

・民間主導の官民連携事業 

成 果 

・個人情報の保護等のリスクを回避しつつ、自治体が保有する情報を民間事業

者へ提供するための仕組みを構築することができた。 

・民間事業者の事業主旨への理解と積極的な協力を得ることができ、本市にお

ける民間主導の官民連携モデルを構築することができた。 

・空き家サンプル物件を通した検討により、具体的な運営上の課題検証と民間

事業者が専門性を発揮することのできる体制の構築ができた。 

成果の公表先 生駒市のホームページで公表予定 

 

１．事業の背景と目的 

生駒市では高度経済成長期に転入が進み、急激に人口が増加したために、高齢化のスピードが非

常に速く、いわゆる「ベッドタウン」だけではない住宅都市として生き残るすべが求められている。

そのような状況を踏まえ、住宅政策の一環として空き家対策をとらえ、本市の特徴に合った空き家

対策を進めていく必要があるといえる。 

また、本市は大都市中心部へのアクセスの良さという地理的な特徴を有していることもあり、新

築、中古を含め、地域的な差はあるものの、住宅市場がそれなりに動いていることが市内の住宅流

通状況から把握されている。そのため、本市の空き家対策としては、まずは、これらの住宅流通を

支援することが必要であると考えられる。 

上記のような背景を踏まえ、本事業では、市が保有する空き家所有者情報を外部へ提供すること

により、これまで流通にのらなかった空き家を浮かび上がらせるとともに、民間事業者等の専門性

を活用することにより、流通阻害要因を取り除き（または減らし）、活用可能な空き家の流通を促

進するための仕組みを検討する。 

 

平成２９年度「空き家所有者情報提供による空き家利活用推進事業」成果報告書 



2 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

【事業概要】 

空き家所有者にメリットを提示し同意を取得した上で、空き家流通促進を目的とする民間事業者

等で構成されたプラットホームへの情報提供を行う。民間事業者の専門性と市所有情報を生かすこ

とにより、物件の流通を阻害している要因に応じた流通性向上策を検討する。併せて、課税情報以

外の提供可能情報や、トラブル防止策、民間からの空き家情報提供をきっかけとした市による所有

者意向確認の仕組みを検討する。 

 

【事業手順】 

表 1 項目別事業実施スケジュール 

 平成 29 年度 平成30

年度以降 項 目 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 3 月 

市所有情報の外部

提供に対する所有

者からの同意取得

方法の検討 

 

 

 

           

市所有情報の民間事

業者への提供方法の

検討 

 

 

           

民間事業者間の役

割分担及び所有者

との接触方法の検

討 

 

 

 

 

 

           

 サンプル物件を

題材とした、仮想

的な流通促進事

業の試行」 

 

 

 

           

民間事業者から提

供された空き家情

報の取扱いの検討 

           

空き家流通促進検

討懇話会の開催 
           

 

 

 

基本的なプラットホームの枠組の検討（情報提供等） 

（スタートアップ時の体制検討） 

第３回懇話会 第４回懇話会 

同意取得方法の検討 

情報の外部提供で所有者が得られる付加価値の説明チラシの作成

情報提供同意書の作成 

個人情報保護等リスク予防策の検討 

プラットホーム運営体制の検討及び専門家団体の参画に向けての調整 

流通促進会議の運営についての検討 流通促進会議の試行 

サンプル物件の抽出と所有者への事前ヒアリング 同意の取得 

インスペクションの実施 仮想リフォーム設計 

宅建士への聴取による
市場性の確認・反映 

協定事項の検討

協定書の作成 

物件の活用 

プラットホー

ムの運用方

法検討、試

験運用開始・

課題抽出 

空き家所有者への意向確認・同意取得 

第２回懇話会 第１回懇話会 
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（２）主な取組の詳細 

１）情報提供のためのプラットホームについて 

市が保有する情報提供のためのプラットホームのしくみについて、参画する専門家団体との協

議を通じて検討し、整理を行った。 

 

①プラットホームの概要 

プラットホームのメンバー構成や情報提供から物件への対応までの流れ、プラットホームが物

件の流通促進の方針を検討するための会議（流通促進検討会議）のあり方について検討を行った。 

 

i）プラットホームのメンバー 

プラットホームは以下の専門家団体による体制を基本として、今後協議をしていく。 

 

図 1 プラットホームのイメージ 

 

 

表 2 プラットホームのメンバー 

専門事業者 主な役割 専門家団体 

宅建士 不動産仲介支援等 
奈良県宅地建物取引業協会※ 

全日本不動産協会奈良県本部※ 

建築士 
改修・インスペクション

支援等 
奈良県建築士会※ 

司法書士 登記、相続人調査支援等 奈良県司法書士会※ 

不動産鑑定士 価格調査支援等 奈良県不動産鑑定士協会 

銀行 金融商品提案等 南都銀行 

空き家関連 NPO 
空き家バンク登録支援

等 
空き家コンシェルジュ※ 

土地家屋調査士 
土地、建物の調査・測量、

登記等 
奈良県土地家屋調査士会 

建築施工事業者 建築・解体工事等の施工 奈良県建築協同組合 

※各物件の流通促進の方針を検討する「流通促進検討会議」のメンバー
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ⅱ）情報提供から物件への対応までの流れ 

情報提供から物件への対応は以下のステップに沿って進める。 

 

図 2 情報提供から物件への対応までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

STEP1 市からの情報提供、空き家物件の状況把握 

空き家物件の状況を把握するため、市からの情報提供に基づき流通の促進方

策を検討するために必要な情報（敷地及び建物に関する情報、所有者等に関

する情報、権利に関する情報、活用意向に関する情報）を確認する。 

STEP2 流通促進の方針の検討 

STEP3 専門事業者の指名 

流通促進の方針に示された参画が必要な専門分野の専門家団体が、具体的な業

務を担当する専門事業者を指名する。 

STEP4 専門事業者による対応 

指名された専門事業者は、流通促進の方針に基づき必要な対応を行い、専門家

団体に対して進捗状況を適宜報告する。 

空き家物件の情報に基づき流通の阻害要因を特定した上で、流通の方法（売

却か賃貸か等）や流通阻害要因を除去するための方策についての検討の方針

（権利関係の整理が必要か、不動産価値の向上が必要か等）、参画が求めら

れる専門家の分野を検討し、流通促進の方針としてとりまとめる。 

流
通
促
進
検
討
会
議 

 
専門家
団体 

 
専門事
業者 

STEP5 業務成果の報告と管理 

専門家団体は、専門事業者からの報告を受け、業務の進捗を管理するととも

に、プラットホームの流通促進検討会議に報告する。 

 
専門家
団体 
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ⅲ）流通促進検討会議での検討の流れ 

流通促進検討会議では、以下の流れで検討を進める。 

所有者に対しては、市担当者による活用意向等の確認の他、担当する専門事業者（基本的には

宅建士）が、活用の方針についてやりとりをし、その後、専門事業者と所有者が個別に交渉し、

必要に応じて契約を結ぶ形態とする。 

 

図 3 流通促進検討会議での検討の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※チラシの内容は（３）１）、同意書の内容は（３）２）、物件カルテの内容は（３）３）参照。 
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物件カルテ作成

《流通促進会議①》 専門家の振り分け（宅建士のみor宅建士＋建築士）

現地確認・所有者とのファーストコンタクト

・所有者立会いの下、現地確認 ・内部の状態、間取り等確認、写真撮影
・所有者への一次方針伝達、意向確認 ・物件カルテへの情報追加

各団体における一次事業者の指名

《流通促進会議②》流通促進の二次方針の検討（希望があれば所有者も参加）

所有者への二次方針の伝達・説明（所有者が会議②に参加していれば省略）

所有者による意思決定（二次方針に合意するかどうか）

各団体における事業者の指名

担当団体の構成決定（一次事業者は継続担当）

各事業者と所有者との業務契約・業務スタート

宅
建
士
以
外
の
団
体
の
フ
ォ
ロ
ー
を
要
し
な
い
場
合

（
そ
の
ま
ま
売
れ
る
・貸
せ
る
）

所有者等からの情報提供の同意取得 ※所有者の活用意向等を確認（同意書、チラシ持参）

「売却か賃貸か」「リフォーム
の必要性・方向性」の方針

「事業スキームの概略」「資
金調達の方法」等の方針

「権利関係の確認・調整」の
方針

担当例：宅建士・建築士 担当例：司法書士・宅建士担当例：建築士・宅建士・銀行

必
要
に
応
じ
て
再
度
開
催

市 プラットホーム 専門事業者

担 当

市 プラットホーム 専門事業者

市 プラットホーム 専門事業者

市 プラットホーム 専門事業者

市 プラットホーム 専門事業者

市 プラットホーム 専門事業者

市 プラットホーム 専門事業者

市 プラットホーム 専門事業者

市 プラットホーム 専門事業者

市 プラットホーム 専門事業者
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②構築にあたっての留意点 

プラットホームの構築にあたって、留意が必要であると考えられる市と各専門家団体・事業者

との関係性や、プラットホームの事務局体制、プラットホームの自立に向けた取り組みについて

検討を行った。 

 

i）各専門家団体・事業者の管理方法 

プラットホームでは、専門家団体は市が管理し、専門事業者は所属する各専門家団体が登録管

理することとする。ただし、空き家関連 NPO と銀行については市が直接管理する。 

 

図 4 専門家団体、専門事業者の管理方法 
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… 

専門事

業者 c1 

専門事
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専門事

業者 c3 
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専門家団

体 a 

専門家団

体 b 

専門家団

体 c 
… 

市 
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ⅱ）組織体制の構築 

プラットホームを運営するため、事務局を含めた組織体制を整備する。初年度は事務局は決め

ないが、将来的にはプラットホームのメンバーである専門家団体のいずれかの団体が担う予定で

ある。 

 

表 3 想定される事務局業務 

流通促進検

討会議の運

営事務 

流通促進の方針の検討を行うために必要な準備と流通促進検討会議の

運営等を行う。 

［作業項目］ 

・物件情報カルテ作成（市からカルテを受け取り方針たたき台記入） 

・資料の事前配布 

・会議準備、会議進行 

・会議録作成 

進捗管理 専門事業者から専門家団体への報告に基づき対応の状況を確認し、定

期的に市に報告する。 

［作業項目］ 

・専門家団体を介した状況確認 

・市への定期報告 

専門事業者

からの照会

への対応 

専門事業者が見つけた物件の市への照会の窓口となる。 

［作業項目］ 

・専門事業者からの要請による市への物件情報の照会 

問い合わせ

への対応 

プラットホームへの問い合わせの窓口となる。 

［作業項目］ 

・空き家所有者や一般市民からのプラットホームへの問い合わせへの

対応 

 

ⅲ）自立に向けて 

プラットホームの将来的な自立（独立採算の法人設立）に向け、市が立ち上げ期の事務局業務

支援を行い、実際に仕組みを動かしてみる中で、仕組みの効率化や最適化について検討を行うも

のとする。 

 

（運営資金の財源確保方策例） 

  ・プラットホームに参画する専門家団体が負担金として拠出 

  ・プラットホームを通じて実施した業務の報酬の一部から拠出 など 
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２）空き家所有者からの同意取得方法 

市が保有する情報をプラットホームに提供するため、空き家所有者から同意を取得するための

方法を、参画する専門家団体との協議を通じて検討し、整理を行った。 

 

①情報の外部提供により所有者が得られるメリットの整理 

専門家団体ごとに、情報提供した空き家所有者に提供できるサービスを出していただき、整理

をした。この内容は、空き家所有者に対してプラットホームを紹介するチラシに反映させている。

（チラシの内容は（３）１）参照） 

 

表 4 情報提供した空き家所有者対象のサービス 

専門事業者 
専門家団体 

（プラットホーム構成団体） 
所有者のメリット 

宅建士 ・奈良県宅地建物取引業協会 

・全日本不動産協会奈良県本部 

・調査･査定･相場･売買事例などに関する

相談を無料で対応（近隣府県に限る） 

建築士 ・奈良県建築士会 ・初回相談無料。最初に対応した建築士が、

物件に応じた状況調査や改修プラン検討

等をサポート 

司法書士 ・奈良県司法書士会 ・初回相談無料 

・権利者（所有者、相続人）確定後の手続

（財産管理人選任･成年後見制度等）につ

いて案内 

不動産鑑定士 ・奈良県不動産鑑定士協会 ・リフォーム等に係る各種ローン制度を紹

介 

・鑑定費用は特別価格 

銀行 ・南都銀行 ・市内の店舗にてお金のことに関する悩み

相談に対応 

空き家関連 NPO ・空き家コンシェルジュ ・調査、相談を無料で対応。空き家バンク

登録を通じての利活用･管理等に関する見

積･提案無料 

土地家屋調査士 ・奈良県土地家屋調査士会 ・初回相談無料 

・敷地の境界確定等に関わる手続きについ

て案内 

建築施工事業者 ・奈良県建築協同組合 ・工事の概要説明･見積提案無料 

・施工１年後に施工部位を無料点検 
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②情報提供同意書作成における留意点 

情報提供の同意書作成にあたり、同意を取得する対象や、同意書の内容について検討を行い、

同意書の書式を作成した。（同意書の内容は（３）２）参照）また、同意の取得時のヒアリング

において所有者に確認すべき事項について検討し、物件カルテに内容を反映させている。 

（物件カルテの内容は（３）３）参照） 

 

＜同意を取得する対象＞ 

・基本的には物件所有者全員。 

・ただし、困難な場合は、必ずしもすべての所有者から同意を得ることを必須要件とはしない。 

 

＜同意書の内容＞ 

○目的 

○申込者より市に提供いただく情報（提供いただく情報の内容） 

○情報の提供先と使途及び提供する情報の範囲（流通促進会議や指名を受けた専門事業者に提

供する情報の範囲） 

○個人情報の安全管理 

 

＜同意を取得する際にヒアリングする項目＞ 

・借り手・買い手に対する希望 ・物件購入（相続）から現在までの改修・増築等履歴 

・物件（特に内部）の不具合箇所・懸念箇所・家財の残置状況 

・建物・土地の権利関係  など 

 



10 

 

③今後、所有者に意向確認を行う際の具体的な手法のイメージとその際の留意点 

情報提供の同意の取得を目指す物件を選定するための要件について検討し、整理を行った。 

 

図 5 情報提供の同意の取得を目指す物件を選定するための要件と優先順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：立地条件、敷地条件（面積、接道の有無等）、建物条件（老朽度等） 等 

 

 

 

 

＜情報提供の同意を取りに行く優先順位＞ 

①施策の実現性 

 ・所有者の意向確認の難易度（確認が取れているか取りやすいものを優先） 

 ・所有者の活用意向（活用意向が強いものを優先） 

②施策の効果 

 ・空き家である期間（期間が長いものを優先） 

 ・流通性（流通阻害要因（※）を有するものを優先） 

③その他 

 ・活用意向者の存在（隣地住民など活用意向者がいるものを優先） 

 

＜情報提供の同意を取りに行く物件（下記条件に合致する物件）＞ 

（１）平成 28 年度に実施した空き家所有者に対するアンケートで売却、賃貸、

地域活用の意向を回答している物件 

（２）所有者の電話番号をアンケート回答等により把握できている物件 

（３）既に売却されていない物件 

（４）所有者が奈良県内あるいは近隣府県に在住している物件 

 



11 

 

３）民間事業者（プラットホーム）への情報提供における留意点 

 市が保有する情報をプラットホームに提供する上で留意すべき事項について、参画する専門家

団体との協議を通じて検討し、整理を行った。 

 

①プラットホームへの情報提供の際の留意点 

プラットホームへの情報提供にあたって、留意が必要であると考えられる情報提供の方法や、

情報漏えい防止策、専門事業者の信頼性を確保するための対策について検討し、整理を行った。 

 

i）情報提供の方法 

情報提供にあたり、市から専門家団体、指名事業者に対しては、段階に応じて、必要な情報の

みを提供する。 

・流通促進検討会議に対しては、流通促進の方針の検討のために必要な情報を提供。（所有

者の個人名、具体的な居住地、電話番号等を秘匿） 

・専門事業者に対しては、指名後に市から個々の指名事業者に全ての情報を提供する。都度、

指名事業者より誓約書を提出してもらう。（誓約書の内容は（３）４）参照） 

 

図 6 情報提供の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流通促進検討会議 

専門家

団体 a 

専門家

団体 b 

専門家

団体 c 

… 

指名事

業者 a 

指名事

業者 b 

指名事

業者 c 

… 

市 

全
て
の
情
報 

会
議
に
必
要
な
情
報 
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ⅱ）協定の締結 

空き家所有者の情報漏えい防止のため、市と専門家団体及び個々の専門事業者がコンプライア

ンスに関する協定等を締結する。（協定書の内容は（３）５）参照） 

 

＜市と専門家団体の協定内容＞ 

• 目的 

• プラットホームへの参画（参画に際しての基本的な考え方、プラットホームの取り組み内容 

など） 

• 市からの情報提供（情報の使途 など） 

• プラットホームの信頼の維持向上（信頼を損ねる行為の禁止 など） 

• 専門家団体の業務（流通促進検討会議への参画、専門事業者の指名、専門事業者が行う業務の

管理 など） 

• 情報の管理と秘密の保持（目的外利用の禁止 など） 

• 権利義務の譲渡等の禁止 

• 苦情等の処理 

• 協定期間 

 

＜専門家団体と専門事業者の協定内容＞ 

• 目的 

• 流通促進の方針に基づく業務の実施（施策実施にあたっての留意事項） 

• 権利義務の譲渡等の禁止 

• 情報の管理と秘密の保持（目的外利用の禁止 など） 

• 苦情等の処理 

• 協定期間 

 

ⅲ）その他信頼性確保のための取り組み 

協定以外にもプラットホームとして下記の取り組み等を検討していく。 

 

○専門事業者の技術水準の確保 

• 業務に当たった専門事業者を所有者等が評価する仕組みなど、専門事業者の技術水準を確保

する。 

• 専門事業者に対する空き家活用に関する総合的な研修の機会を設けるなど、専門事業者の技

術水準の向上を図る。 

○市への報告 

• プラットホームが適切に運営できるように日々工夫するとともに、取り組みの内容等を定期

的に市に報告する。 

○一般市民や空き家所有者等への啓発（市と協働で対応） 

• 空き家の管理や活用に関するセミナーや解体補助や家財処分補助などの制度の案内、プラッ

トホームのＰＲなどを行う。 

• 納税通知同封チラシの中でもプラットホーム概要を記載。 
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③事業者・所有者の間で想定されるトラブルと対応 

プラットホームの運営にあたって発生する可能性が考えられる事業者と所有者のトラブルを

想定するとともに、それらのトラブルの防止するための対応策について検討し、整理を行った。 

 

○想定されるトラブル① 

プラットホームで得た情報を元に複数の専門事業者が同時に接触し、所有者が混乱する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○想定されるトラブル② 

対応する事業者に対して不信感を持つ（質が低い、事業者の利益が優先されている、所有者

に意向に合わない提案をする）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○想定されるトラブル③ 

相談案件が放置される（採算が合わない、双方の意思疎通がとれない）。 

 

 

 

 

 

 

 

（対応策） 

・所有者に直接アプローチするのはプラットホームで検討された流通促進

の方針に基づいて指名された専門事業者のみとする。 

・情報提供の方法に応じて、市、プラットホームに関わる専門家団体、物

件対応に当たる専門事業者で、コンプライアンスの遵守と秘密保持の協

定を締結し、情報が他の事業者に流れないようにする。 

（対応策） 

・指名された専門事業者と契約する前に所有者と専門事業者双方で方向性

をすり合わせる期間を設ける。 

・所有者の不信感につながる特段の事情がある場合、所有者が専門事業者

の変更を求めるなど、プラットホームに相談・要請できる仕組みをつく

る。 

（対応策）  

・指名事業者からプラットホームに対して、定期的な進捗報告を義務付ける。 

・プラットホームは、案件を常に把握し、一定期間成果があがらない案件に

ついては、プラットホームと指名された専門事業者で今後の対応策につい

て相談する機会を設ける。 
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４）サンプル物件を用いた民間事業者の役割分担および所有者との接触 

サンプル物件を用いた流通促進会議の試行やインスペクション・仮想リフォーム設計を行い、

プラットホームの運営にあたっての課題を抽出するとともに、対応策について検討し、整理を行

った。 

 

i）流通促進会議の試行 

サンプル物件 2件を対象に流通促進会議を開催し、流通促進方策の検討を行った。 

 

○会議実施日 

平成 30 年 1 月 18 日 

○対象物件 

市内空き家のうち所有者の同意が得られた 2件（ともに活用意向有、近隣居住） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○会議出席者 

・流通促進会議参画予定団体に属する事業者（１団体について１者） 

・学識経験者 

○検討方法 

・市からサンプル物件の物件カルテ等を提示し、流通促進の方針を検討 

 ・追加で所有者等に確認が必要な情報や対応にあたる専門家団体について検討。 

 ・会議後、指名された専門事業者が所有者とコンタクトをとり、流通促進の方針を所有者に伝

達。方針の見直し、ブラッシュアップのための意見交換。 

    →今回、サンプル①については、宅建士及び建築士、サンプル②については宅建士が対応に

あたることになり、現在対応中。 

■サンプル② 

・昭和 56 年築。平成 21 年より空き家。 

・市南部のニュータウン（昭和 56 年入居開始）に立地。       

・敷地面積約 230 ㎡、延床面積約 137 ㎡ 

・所有者は単独。 市内居住。     ・賃貸でも売却でも可。 

・１階の一部を増築しトイレを移設している。 

■サンプル① 

・昭和 53 年築。平成 12 年より空き家。 

・市北部のニュータウン（昭和 50 年入居開始）に立地。 

・敷地面積約 201 ㎡、延床面積約 120 ㎡ 

・所有者は単独。隣町に居住。   ・賃貸を希望。 

・2階のバルコニー（ 10 ㎡程度）を居室に改修（増築）している。 
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○流通促進会議実施結果 

 流通促進会議の試行を踏まえ、各専門家団体からは以下の意見が出された。 

 

表 5 流通促進会議の試行を踏まえ各専門家団体から出された意見 

主な意見 

物
件
カ
ル
テ
に
つ
い
て 

物件の最寄駅、最寄バス停、学校などの情報が分かる広域の地図などがあれば

意見交換しやすい。 

申込者の居住地が「県内」となっているが広すぎるのではないか。 

家財を自分で片づける意思があるかは所有者に事前に確認しておいた方がい

い。 

空き家になった時期や管理頻度はカルテ表面に記載しておいた方がいい。 

改修時期や改修履歴についてもカルテを作成する段階でできるだけおさえてお

いてほしい。 

カルテを作成する段階で、流通阻害要因が「人」にあるのか「建物」にあるの

か「場所」にあるのか、簡単に所見を書いておいた方が意見交換がしやすい。 

所
有
者
と
の
コ
ン
タ
ク
ト
・
現
地
確
認
に
つ
い

て 市及び一次事業者のファーストコンタクトが重要。建物の状況や所有者の意向

等をしっかりと把握しないと、流通促進の方針が検討できない。どの事業者が

行ってもある程度の水準で現状を把握できるようにしておく必要がある。 

ファーストコンタクトにおいて、指名事業者が流通促進の方向性についてその

場で判断してしまわず、持ち帰って流通促進会議で決めるという形を徹底する

必要がある 

古い建物が多いので、所有者へのヒアリングや現地確認だけでは、建物の状況

は十分に分からない。対象とする物件はインスペクションを実施するべきでは

ないか。 

専門事業者が 2 回目の流通促進会議のあとに所有者にアプローチする際、流通

促進に向けてどのような可能性があるのかを、コストも含めていくつか提案し

ないと、所有者もどのような方向性で進めるべきか判断ができない。 

流
通
促
進
会
議
に
つ
い
て 

2 回目の流通促進会議には、所有者にファーストコンタクトした専門事業者も

参加した方が所有者の意向も伝わりやすく、いいのではないか。 

流通促進会議には事業者だけでなく学識経験者が入っておいた方がよい。事業

者だけになるとどうしても「流通を促進させる」ことに重点がいってしまい、

地域のための活用などに話がいかない可能性がある。 

空き家の地域団体等の活用可能性については、流通促進会議の前に市で検討し

ておいた方がいい。 

そ
の

他 

指名事業者が所有者のところに行く際、プラットホームから来たということが

分かるように名札などを作っておいた方がいい。 
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ⅱ）サンプル物件におけるインスペクション調査・仮想リフォーム設計 

ア）調査目的 

生駒市内で実際に空き家となっている物件をサンプルとして、空き家の流通を図る上で、どの

ような改修工事が必要となり、そのコストはどれほど必要となるのか、目安となるコスト情報を

把握し、流通促進方法を検討するための材料とすることを目的とする。 

そのため、市内の空き家４件に対して現状を把握するためのインスペクションを実施し、（う

ち１件は耐震診断も実施）主な指摘事項の補修コスト、水廻りの改修、間取り変更などを伴う場

合の改修コストを把握するために仮想リフォーム設計を行った。 

イ）サンプル物件概要 

以下のサンプル物件についてインスペクション（構造上主要な部分及び雨水の浸入に関するも

の）を行った。 

表 6 サンプル物件概要 

 サンプル① サンプル② 

建物概要 

・昭和 53 年築。平成 12 年より空き家。 
・市北部のニュータウン（昭和 50 年入居

開始）に立地。 
・敷地面積約 201 ㎡、延床面積約 120 ㎡ 
・所有者は単独。隣町に居住。 
・賃貸を希望。 
・2 階のバルコニー（10 ㎡程度）を居室
に改修（増築）している。 

・昭和 56 年築。平成 21 年より空き家。 
・市南部のニュータウン（昭和 56 年入居開始）

に立地。  
・敷地面積約 230 ㎡、延床面積約 137 ㎡ 
・所有者は単独。市内居住。 
・賃貸でも売却でも可。 
・１階の一部を増築しトイレを移設している。 

 サンプル③ サンプル④ 

建物概要 

・昭和 44 年築 平成 26 年から空家。 
・市中部の一般市街地に立地。 
・敷地面積約 465 ㎡、延床面積約 109 ㎡ 
・木造平屋建て。 
・所有者は単独。 
・売却または賃貸を希望。 

・昭和 49 年築 平成 27 年から空家。 
・市中部のニュータウン（昭和 36 年入居開始）

に立地。 
・敷地面積約 386 ㎡、延床面積約 136 ㎡ 
・耐震性に課題あり。評点 0.52（本調査により

耐震診断を実施）。 
・所有者は単独。市内居住。 
・賃貸を希望。 

ウ）インスペクション 

各サンプル物件についてインスペクションを下記のように実施した。 

表 7 インスペクション実施概要 

 サンプル① サンプル② サンプル③ サンプル④ 

調査 

実施日 
平成29年11月22日 平成29年12月8日 平成29年11月25日 平成29年11月24日 

検査時

資料 

各階平面図、登記事

項証明書（建物）、

建築計画概要書 

各階平面図、登記事

項証明書（建物）、

建築計画概要書 

平面図、立面図、登

記事項証明書（建

物）、建築計画概要書 

各階平面図、登記事項証

明書（建物）、建築計画概

要書 

検査 

方法 

目視、打診、機材

計測 

目視、打診、機材

計測 

目視、打診、機材

計測 
目視、打診、機材計測 

使用 

機材 

レーザーレベル、

デジタル傾斜計 

レーザーレベル、

デジタル傾斜計 

レーザーレベル、

デジタル傾斜計 

レーザーレベル、 

デジタル傾斜計 

その他 － － － 

一般財団法人日本建築

防災協会の木造住宅耐

震診断プログラム評価

制度による耐震診断（一

般診断法）を行った。 
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【インスペクション結果概要（一部）】 

インスペクションの結果のうち主な指摘箇所の内容を以下に記載する。 

 

表 8 インスペクション結果（サンプル①） 

サンプル① 

■指摘箇所・内容 

指摘箇所 指摘内容 助言等 

外壁 クラックが見られます  

基礎 クラックが見られます  

1 階ＬＤＫ、2 階

洋室 

1 階ＬＤＫ、2 階洋室床に傾斜

が見られます 

原因特定には地盤調査等の詳細調査が

必要です 

 

■指摘箇所写真 

 

 

 

 

 
表 9 インスペクション結果（サンプル④） 

サンプル④ 

■指摘箇所・内容 

指摘箇所 指摘内容 助言等 

１階和室、洗面脱

衣室 

天井に水染み痕がみられます 原因確認には詳細調査が必要です 

 

■指摘箇所写真 

 

 

 

 

外壁のクラック 基礎のクラック 床の傾斜 

外壁にクラック等の著しい

劣化や損傷は見られない 
和室天井の水染み痕 洗面脱衣室天井の雨染み痕 
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エ）仮想リフォーム設計 

 
【各物件における仮想リフォーム設計の条件設定】 

サンプル①～③については、インスペクション指摘事項に対する「補修リフォーム」を行うプ

ランと、補修リフォームに併せて水廻りの改善などを伴う「居住性改善リフォーム」の内容を設

定し、設計内容及び工事費の見積もりを作成した。 

また、サンプル④については、耐震診断を行い、上部構造評点が 0.7 以上となるプランと 1.0

以上となるプランを検討した。上部構造評点 0.7 以上のプランについては併せて「補修リフォー

ム」を施すプラン、上部構造評点 1.0 以上のプランについては、補修リフォームだけでなく水廻

りの改善、間取り変更を伴う「価値向上リフォーム」の内容を設定し、設計内容及び工事費の見

積もりを作成した。 

 

表 10 各物件における仮想リフォーム設計の条件設定 

 サンプル① サンプル② サンプル③ サンプル④ 

プラン① 補修リフォーム 

・インスペクショ

ンで指摘された

事項について補

修を行う。 

補修リフォーム 

・インスペクショ

ンで指摘された

事項について補

修を行う。 

補修リフォーム 

・インスペクショ

ンで指摘された

事項について補

修を行う。 

耐震(0.7)＋補修リ

フォーム 

・耐震補強工事(上
部構造評点 0.7)
をするとともに

インスペクショ

ンで指摘された

事項について補

修を行う。 

プラン② 居住性改善リフォーム 

・補修リフォーム

と併せて、水廻

り設備の入れ替

えを行う。 

居住性改善リフォーム 

・補修リフォーム

と併せて、水廻

り設備の入れ替

えを行う。 

居住性改善リフォーム 

・補修リフォーム

と併せて、水廻

り設備の入れ替

えを行う。 

耐震(1.0)＋価値向

上リフォーム 

・耐震補強工事(上
部構造評点 1.0
以上)をするとと

もに補修リフォ

ーム、水廻り設

備の入れ替え、

間取り変更など

を行う。 
 

（参考：リフォーム工事種別概要） 
仮想リフォーム設計においては以下の種別でリフォーム工事を設定しています。 

補修リフォーム インスペクションで指摘された事項について補修を行う工事 
居住性改善リフォーム 風呂・トイレ・台所・洗面などの水廻り設備の入れ替えを行う工事 
耐震補強工事 壁の補強により耐震性能を向上させる工事 
価値向上リフォーム 居住性改善リフォームに加えて、間取り変更を伴う大規模なリフォー

ムにより居室を含む居住性を向上する工事 
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【仮想リフォーム設計の内容（一部）】 

図 7 仮想リフォーム設計内容（サンプル①） 
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図 8 仮想リフォーム設計内容（サンプル④） 
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【仮想リフォーム設計による工事費見積もり内訳比較】 

○築後 40 年前後経過している物件において、基礎・外壁・床下・床傾斜・雨漏りなどの補修

が必要となるケースが多く、それらのリフォームを行う為の費用として、150～250 万円程

度かかることが想定される。 
○水廻りのリフォームを行う場合、その範囲によるが、200～250 万円程度かかることが想定

される。 
○耐震改修を行う場合、評点 0.7～1.0 を目指すとすれば、100～250 万円程度かかることが想

定される。 
 
◆サンプル①～③ 

表 11 補修リフォーム工事費見積内訳（サンプル①～③：プラン①） 

 
補修リフォーム工事費内訳 諸経費 消費税 

見積額 

（合計） 

サ
ン
プ
ル
① 

基礎クラック(約 7 万)、外壁クラック補修(約 60 万)、 

床傾斜補修(約 78 万)、その他経費（約 3 万） 

計：約 148 万円 

約 

15 万円 

約 

13 万円 

約 

175 万円 

サ
ン
プ
ル
② 

基礎クラック(約 7 万)、外壁クラック補修(約 61 万)、 

床下補修(9 万）、雨染み補修工事(約 10 万)、 

腐朽等補修・シロアリ駆除工事(約 34 万)、 

その他経費（約 3 万） 

計：約 124 万円 

約 

12 万円 

約 

11 万円 

約 

147 万円 

サ
ン
プ
ル
③ 

基礎クラック補修(約 7 万)、外壁補修・全面塗替(約 83 万)、 

腐朽等補修・シロアリ駆除工事(約 42 万)、 

雨漏り屋根補修(約 22 万)、床傾斜補修(約 33 万)、 

勝手口ドア枠補修工事(約 4 万)、その他経費（約 3 万） 
計：194 万円 

約 

19 万円 

約 

17 万円 

約 

230 万円 

 

表 12 居住性改善リフォーム工事費見積内訳（サンプル①～③：プラン②） 

 

補修 

リフォーム 
水廻り更新工事費内訳 諸経費 消費税 

見積額 

（合計） 

サ
ン
プ
ル
① 

約 148 万円 ユニットバス化（約 71 万）、給湯器取替

（約32万）、キッチン取り替え（約63万）、

トイレ便器取替（30 万）、洗面設備（15

万）、その他経費（約 3 万） 

計：約 214 万円 

約 

36 万円 

約 

32 万円 

約 

430 万円 

サ
ン
プ
ル
② 

約 124 万円 ユニットバス化（約 71 万）、給湯器取替

（約 32 万）、コンロ取り替え（約 6 万） 

その他経費（約 3 万） 

計：約 112 万円 

約 

24 万円 

約 

20 万円 

約 

280 万円 

サ
ン
プ
ル
③ 

約 194 万円 ユニットバス化（約 71 万）、給湯器取替

（約32万）、キッチン取り替え（約80万）、

トイレ便器取替（30 万）、その他経費（約

3 万） 

計：216 万円 

約 

41 万円 

約 

36 万円 

約 

487 万円 
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◆サンプル④ 

表 13 仮想リフォーム設計による工事費見積内訳（サンプル④：プラン①・②） 

 補修 

リフォーム 
水廻り更新 耐震補強工事 

価値向上 

リフォーム 
（左記内容を除く） 

諸経費 消費税 
見積額 

（合計） 

プ
ラ
ン
① 

天井取替工事

…約 44 万 

その他経費 

…約 3 万 

 

計：約 47 万円 

 評点：0.7 

耐震補強工事 

…約 61 万 

解体工事 

…約 27 万 

木工事 

…約 21 万 

内装工事 

…約 10 万 

電気工事 

…約 10 万 

養生 

…約 3 万 

計：約 132 万円 

 

 

 

約 

18 万円 

約 

16 万円 
約 

213 万円 

プ
ラ
ン
② 

天井取替工事

…約 34 万 

その他経費 

…約 3 万 

 

計：約 37 万円 

システムバス 

…約 36 万 

給湯器 

…約 21 万 

キッチン 

…約 33 万 

トイレ便器 

…約 14 万 

洗面設備 

…約 7 万 

取付施工費 

…約 18 万 

電気工事 

…約 25 万 

水道工事 

…約 27 万 

ガス工事 

…約 3 万 

計：約 184 万円 

 

評点：1.0 

耐震補強工事 

…約 131 万 

解体工事 

…約 45 万 

木工事 

…約 42 万 

内装工事 

…約 20 万 

電気工事 

…約 15 万 

養生 

…約 3 万 

計：約 256 万円 

解体撤去・処分工

事 

…約 97 万 

大工工事 

…約 140 万 

建材・ 野材・ 建具

等…約 168 万 

その他工事 

…約 106 万 

 

計：約 511 万円 

約 

99 万円 

約 

87 万円 

約 

1,174 万円 
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オ）調査結果を踏まえた空き家流通促進において考慮すべき視点 

【インスペクション結果からみた空き家の状況】 

○今回のサンプル物件 4 件は、築後 35 年以上の物件であり、これらの物件においては修繕の

必要性が想定される箇所が複数発生していることがわかった。 
○特に、外壁及び基礎のクラックの発生は全ての物件において発生しており、空き家の流通に

おいて、改修の必要性が問われるポイントであると言える。 
○また、原因の特定には至っていないが「床の傾斜」や「雨染み（雨漏りの可能性）」「床下の

腐朽・蟻道」が発生しているケースが多く、空き家を流通させ活用する上で、これについて

も修繕の必要性が問われるポイントであると言える。 
○今回、サンプル 4 件のうち、1 件について耐震診断をしたところ、上部構造評点 0.52 となり

「倒壊する可能性が高い」と診断された。今回のサンプル物件は全て旧耐震基準で建築され

た建物であるが、旧耐震物件における耐震性の確保が課題であることも再確認された。 
 

【調査結果に対する不動産事業者の見解】 

インスペクション、仮想リフォーム設計の結果を踏まえ、不動産事業者からは以下のような見

解が出されている。 

 

●耐震性能に対する流通から見た評価 

・昭和 50 年以前の建物であると構造評点 0.5 を下回るケースも多い。このような低い評点を

示すと賃貸には出せない。耐震補強をしたとしても受け入れられるかどうかは入居者による。 
・２×４構造などの場合には、築年数が古くても耐震性能が一定確保されている可能性がある。

（専門家による工法・建材等を含めての総合的判断が求められる） 
・耐震性能も求められるが、今時の価値観からいえば断熱性能の向上も求められる。 

●賃貸住宅として流通する場合の改修コストの考え方 

・補修リフォームと水廻りの改修で 400 万程度の改修コストがかかることとなるが、土地価格

の反映を考慮しなければ、家賃 8 万円くらいの想定をすれば、5 年程度でコスト回収ができ

るので、所有者への提案ができるレベルの内容と言える。 
・水廻りの改修をすることで家賃水準を向上させられる可能性がある。 

●賃貸住宅ニーズ 

・生駒市内北部の立地であれば、戸建て賃貸の物件は少なく、そのニーズは高い。 
・戸建て賃貸物件は比較的所得の高い転勤族のニーズがある。古い物件であっても人気のエリ

アを希望する場合が多く、ニーズに合う物件があれば多少高い家賃でも入居の可能性がある。 

●中古住宅（売買）として流通する場合の改修コストの考え方 

・中古住宅として売却する場合、「構造に係る改修」が最も優先され、次に「設備」、「快適性」

となる。 

●改修コストを明示することの有効性 

・今回の仮想リフォーム設計で示された工事コストなどを参考に、リフォームプランの見積も

りを示してＰＲすれば訴求力は高まる。 
・「どんな家か」「改修するならいくらかかるのか」という情報があれば、他の物件との差別化

も図ることができて売りやすい。 
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【調査結果を踏まえた空き家の流通促進に向けた考察】 

インスペクション、仮想リフォーム設計の結果を踏まえ、空き家の流通促進を図る上で、

配慮すべき視点や必要な取組を以下に記載する。 

 

●最低限の居住性能の確保に必要なリフォーム工事を検討するためには、インスペク

ションの実施が重要である。 

●住宅の劣化が進まないためには、日常的な管理や補修工事に対する所有者の意識向

上が必要である。 

●所有者が活用に向けた意思決定をするためには、建物状況・改修コストに関する情

報提供が重要である。 

●水廻りの改修など一定の居住性改善を伴うリフォームにかかるコストは、賃貸住宅

として活用することで回収できる可能性があり、空き家所有者への提案として有効

である。 

●空き家の流通に関する初期コストを所有者が負担できないケースへの提案として、

空き家バンクの活用や、買主・借主によるコスト負担が考えられる。 

●耐震性向上の方法・程度とそれにかかる費用等の情報を発信し、旧耐震物件におい

ても市場評価を高める工夫を検討することが必要である。 
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５）民間事業者から提供された空き家情報の取扱に関する仕組みの検討 

民間事業者から提供された空き家情報の取得に関する仕組みに関して検討し、整理を行った。 

 

①仕組みの概要 

民間事業者から提供された空き家情報について、プラットホームで対応する物件のうち、どの

ような位置づけでの扱いをするのか、また提供された空き家情報の取り扱いの仕組みについて検

討し、整理を行った。 

 

ⅰ）プラットホームで対応する物件について 

プラットホームで対応する物件は以下のパターンが考えられる。当初は市からの要請を中心に

行い、段階的に所有者や専門事業者からの要請へと重心を移していく。 

表 14 プラットホームで対応する物件のパターン 

Ａ 

市が要請 

Ｂ 

所有者が要請 

Ｃ 

専門事業者が要請 

   

 市からプラットホームを

通じて専門事業者に情報

を提供し、空き家の利活

用に向けて所有者に働き

かけるよう要請する。 

 所有者が市に対して支援

を要請し、それに基づい

て市がプラットホームを

通じて専門事業者に当該

物件の情報を提供し、空

き家の利活用に向けて所

有者に働きかけるよう要

請する。 

 所有者からの自発的な要

請が増えるよう、プラッ

トホームの PR を行う。 

 プラットホーム所属専門

家団体に登録している専

門事業者が、自らが見つ

けた空き家について、プ

ラットホームを通じて市

に情報を照会する。 

 専門事業者が見つけた空

き家が市データベースに

ない場合は、不足情報を

補足した上で新たに情報

を市データベースに追加

する。 

 

市 

事業者 所有者 

プラット

ホーム 

❸働きかけ 

❶情 報 提 供 、

働きかけ要請 

❷情報提供 

（指名後） 

市 

事業者 所有者 

プラット

ホーム 

❹働きかけ 

❶支援要請 

❸情報提供 

（指名後） 

❷情報提供、

働きかけ要請 

市 

事業者 所有者 

プラット

ホーム 

❹働きかけ 

❶情報照会 

❸情報提供 

（指名後） 

❷情報提供、

働きかけ要請 
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ⅱ）民間事業者から提供された空き家情報の取扱に関する仕組み 

プラットホームを構成する専門家団体に登録している専門事業者（主に宅建事業者が想定され

る）から空き家物件についての情報の照会があった際の対応は以下の通り。 

 

図 9 民間事業者から提供された空き家情報の取扱の流れ 
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②仕組み構築にあたっての課題 

専門事業者からの空き家情報の照会について、単なる営利目的による照会が増加しないように

するための対策について検討し、整理を行った。市と専門事業者の双方にとってのメリットを確

保するため、以下のような対応を検討している。 

 

表 15 営利目的による照会が増加しないようにするための対策 

市にとってのメリットの確保 専門事業者にとってのメリットの確保 

 照会のあった空き家がデータベースに

ない場合に、データベースに登録でき

るデータを専門事業者から得られるよ

うにする。 

ex. 

・照会に当たって、物件に関して一般に

入手可能な情報を調査し、物件カルテ

として提出することを求める。 

 

※照会に当たってのハードルを上げるこ

とにより、不用意な照会を抑制する効

果も期待できる。 

 プラットホームによる流通促進検討会議に基

づき専門家団体が指名した専門事業者に情報

を提供するが、指名にあたっては照会をした

専門事業者を極力優先する。 

  
※指名を受けることができれば市から物件情報

が得られ、業務につながる可能性がある。 

※ただし、必ずしも指名を受けられるとは限ら

ない。 
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（３）成果 

１）プラットホーム紹介チラシ（案） 
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２）情報提供に対する同意書（案） 
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３）物件カルテ（案） 
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４）誓約書（案） 
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５）協定書（案） 

（連携協定書：市、各専門家団体） 
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（協定書：市-専門家団体） 
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（協定書：市-専門事業者（NPO、銀行については市と直接協定締結）） 
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（協定書（参考）：専門家団体-専門事業者） 
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３．評価と課題 

（１）情報提供のためのプラットホームについて 

民間事業者によるプラットホームのしくみに関し、参画する主な関連する事業者との協議を通じて

以下の事項について検討し、整理を行った。 

 

①達成状況 

プラットホームのメンバー構成及び市、専門家団体、個別の専門事業者の３者の関係性を検討

するとともに、それぞれの関係性を担保するための協定事項について検討・整理した。また、市

からの情報提供から物件への対応までの流れや、流通促進検討会議の進め方を検討し、試行を通

じて現段階において合理的で実現可能と考えられるフローを構築した。 

 

②効果 

プラットホームへの参画予定事業者との具体的な協議を通じて仕組みの検討を進めたことに

より、専門家団体に対して公益性や地域貢献についての意識を醸成する効果があった。 

 

③今後の課題 

将来の自立したプラットホームの運営に向けて、事務局の体制づくりと財源確保策の検討を継

続して行うことが課題である。当面は試行期間と位置付け、実際の運営を踏まえて、より効果的

な仕組みの構築に向け改善していくことが課題である。専門家団体を通じて個別の専門事業者に

対して取り組みへの理解を促すとともに、実務可能な事業者が所属する専門家団体であるか見定

めた上で協定を締結することが課題である。 

 

（２）空き家所有者からの同意取得方法 

空き家に関する情報をプラットホームに提供するため、空き家所有者から同意を取得するための方

法を検討し、以下の事項について検討・整理した。 

 

①達成状況 

情報提供への同意により所有者が得られるメリットについて、各専門家団体との協議を通じて

具体的な内容を整理し、それらの内容を周知するためのパンフレットを作成した。また、同意の

対象や同意書の内容について検討し、所有者への負担が小さい書式を作成した。さらに、今後、

同意の取得を目指す物件を選定するための要件や、同意取得時のヒアリング時に確認すべき事項

について検討・整理した。 

 

②効果 

親しみやすいデザインのパンフレットにより、同意取得の促進が期待できる。記載したメリッ

トは各専門家団体が自ら提示したもので、取り組みに対する意識を醸成する効果があった。また、

同意書の書式、同意取得を目指す物件の選定要件、ヒアリング時の確認事項が整理されたことに

より、同意取得や物件カルテの効率化が期待できる。 

 

③今後の課題 

プラットホームの運営を行いながら、所有者が得られるメリット、ヒアリング時の確認事項、

同意取得を目指す物件の選定要件などについて精査していくことが課題である。対象とする物件
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については、公益性やまちづくりへの波及についても考慮していくことが課題である。 

 

（３）民間事業者（プラットホーム）への情報提供における留意点 

市が管理する空き家に関する情報を民間事業者で構成するプラットホームに提供する上で留意すべ

き事項について検討・整理した。 

 

①達成状況 

情報提供の範囲と情報漏洩の防止や専門事業者の信頼性を確保するための対策について検

討・整理し、協定書等に反映した。また、事業者と所有者の間で発生する可能性のあるトラブル

を抽出し、それらを防止するための対応策について検討・整理した。 

 

②効果 

専門家団体が検討段階に参加したことにより、トラブルの抑制に向けた提案を促す効果があっ

た。今後、プラットホームの信頼性を高めるとともに、トラブルの発生を抑えて円滑に運営でき

る効果が期待できる。 

 

③今後の課題 

プラットホームの運営を進めつつ、重大なトラブルを未然に防止しながら、リスクの洗い出し

やより実効性の高い対策について検討していくことが課題である。 

 

（４）サンプル物件を用いた民間事業者の役割分担および所有者との接触 

具体的なサンプル物件を用いた検討を行い、プラットホームの運営にあたっての課題を抽出すると

ともに、対応策について検討・整理した。 

 

①達成状況 

４件のサンプル物件についてのインスペクションの実施と仮想リフォームの設計を通じて、流

通促進策の検討において活用できる知見の整理を行った。 

 

②効果 

インスペクションの必要性や仮想リフォームの基本的なパターンと概ねのコストが整理され

たことにより、プラットホームの流通促進検討会議における検討を効率的に進められる効果があ

った。 

 

③今後の課題 

今後、具体的な案件への対応を積み重ねることにより、それぞれの事業者から報告すべき事項

の整理と知見の蓄積、また所有者が事業者を評価する仕組みについても検討していくことが課題

である。 
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（５）民間事業者から提供された空き家情報の取得に関する仕組みの検討 

民間事業者から提供された空き家情報の取得に関する仕組みに関して検討・整理した。 

 

①達成状況 

事業者が市に対して情報を照会する仕組みについて、現段階で考えられるフローを検討・整理

した。 

 

②効果 

事業者にとっては新たな仕事につながる可能性があり、市にとっては新たな空き家の存在を把

握できる可能性があるなど、双方にとってのメリットを生む効果が期待できる。 

 

③今後の課題 

プラットホームで検討する物件については、当面は市が要請するものについての対応を進め、

事業者が要請するものについては段階的な取り組みを行っていくことが課題である。また、今後

公表予定の国土交通省によるガイドラインを踏まえて更なる検討を行うことが課題である。 
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４．今後の展開 

プラットホームの安定的な運営と施策の充実に向け、今後の展開については以下のような方向性を

考える。 

 

（１）プラットホームの立ち上げに向けて 

プラットホームの円滑な立ち上げに向け、以下の展開を考える。 

 

①事務局体制の支援 

プラットホームは参画する民間事業者による主体的な運営が基本である。当面は、民間事業者

による運営のための任意団体の立ち上げを支援するとともに、市が事務局機能の一部を担うなど、

体制づくりの支援を行う。 

 

②専門事業者の登録 

物件に対する具体的な業務を行う個々の専門事業者については、それぞれの専門家団体におい

て選定し協定の締結を進めていく。 

 

（２）プラットホームの安定的な運営に向けて 

プラットホームの運営をより安定的なものにしていくため、以下の展開を考える。 

 

①財源確保策の検討 

プラットホームの運営においては、事務局や流通促進検討会議などにおいて人件費等のコスト

が発生することから、任意団体の自立運営による財源確保策を検討していく。 

 

②事例の積み重ねによるしくみの改善 

プラットホームで扱う物件の事例を積み重ねつつ、それらの検証を踏まえてより効果的で効率

的な仕組みへと改善を行う。 

 

（３）施策の充実に向けて 

空き家の流通促進という施策をより充実していくため、以下の展開を考える。 

 

①プラットホームで扱う物件の段階的な拡充 

プラットホームで扱う物件について、当面は市から要請するものを対象としつつ、所有者から

要請するもの、さらに事業者から要請するものへと段階的に拡充していく。 

 

②事業者の信頼性と技術水準の確保 

プラットホームの取り組みをより促進していくため、参画する事業者への研修等のしくみを検

討し、信頼性と技術水準を高めていく。 

 

③公益的な観点やまちづくりへの波及を考えた取り組み 

モデル的な案件についての検討を進めることなどにより、公益的な観点やまちづくりへの波及

を考えた取り組みへと展開していく。 
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■ 本事業の担当部署･担当者 

担当部署 都市整備部都市計画課住宅政策室 

担当者 荻巣 友貴 

連絡先 
住所 〒630-0288 奈良県生駒市東新町 8番 38 号 

電話 0743-74-1111 

ホームページ http://www.city.ikoma.lg.jp/ 

 


